
未成年後見人選任の申立ての手引  
 

未成年
みせいねん

後見
こうけん

制度
せ い ど

は、未成年者の親権を行う者が、死亡、行方不明、親権喪失になったとき

などに、未成年
みせいねん

後見人
こうけんにん

を選任し、未成年後見人が未成年者の身上監護や財産管理を行うこと

で、未成年者を保護する制度です。 

この手引は、未成年後見人選任の申立てを考えている方を対象に、福岡県内の家庭裁判所に

おける一般的な手続の流れや必要な書類についてまとめたものです。この手引をよく読んだ上、

申立ての準備をしていただくようお願いします。また、最高裁判所ウェブサイト「後見ポータ

ルサイト」でも、未成年後見人の事務について説明がありますので、参考にされてください（ビ

デオ「ご存知ですか？後見人の事務」未成年後見（本編・１８分２４秒））。 

なお、福岡県内の家庭裁判所では、原則として、電話での手続案内には応じていません。手

続案内を希望される方は、家庭裁判所の窓口までお越しください。 

また、家庭裁判所によっては、手続の流れや必要な書類が異なる場合があります。福岡県

外の家庭裁判所に申立てをする場合には、あらかじめその裁判所にご確認ください。 

 

 

ビデオ「ご存知ですか？後見人の事務」未成年後見（本編・１８分２４秒） 

         👈視聴はこちらから 

 

 

 

未成年後見人選任の申立て書式（家庭裁判所窓口でもお渡ししています。） 

     👈ダウンロードはこちらから 

 

 

 

 

 

福岡家庭裁判所 
（Ｒ７．４版） 

後見ポータルサイト 
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重要事項説明（申立ての前に必ず確認してください！） 

 

申立準備 

□ ビデオや手引で、未成年後見制度をよく理解してから申し立ててください。 

□ 申立てできるのは、未成年者の親族、１５歳以上の未成年者自身、利害関係人（児 

童相談所長等）です。 

□ 申立ては、未成年者の住所地（実際に生活している自宅、施設などの住所）を管

轄する家庭裁判所（１０ページ参照）に持参または郵送で行ってください。ご不

明な点も、申立先の家庭裁判所にお問い合わせください。 

 

申立て 

□ 申立てをした後、手続を取りやめるためには裁判官の許可が必要です。 

□ 手続にかかる費用は、原則として申立人の負担です。未成年者の負担とすること

を希望する場合は、申立書にある「手続費用の上申」欄にチェックをしてくださ

い。裁判官の判断により、費用の一部について未成年者の負担とすることが認め

られることがあります。 

 

家庭裁判所調査官による調査 

□ 申立人、未成年後見人候補者と家庭裁判所で面談を行い、ご事情をうかがいます。 

□ 未成年者と家庭裁判所で面談を行うほか、必要に応じて家庭訪問をしてご事情を

うかがいます。 

□ 親族への意向照会を行うこともあります。 

 

審判（申立てから約１～３か月かかります。） 

□ 裁判官が相当であると判断すると、未成年後見人を選任する旨の審判をします。 

また、未成年者の戸籍に未成年後見人が選任された旨が記載されます。 

  □ 候補者ではなく、第三者専門家が未成年後見人に選任されたり、未成年後見監督

人が選任されたりすることもあります。※不服申立ての手続はありません。 

 

初回報告・定期報告 

□ 未成年後見人は、提出期限内に報告書を提出してください（初回報告は、審判か

ら約１か月以内、定期報告は原則として年１回）。 

□ 未成年者に一定額以上の財産がある場合、後見制度支援預貯金・支援信託の検討

をお願いしています（Ｑ８参照）。 

□ 未成年後見人、未成年後見監督人は、家庭裁判所に報酬付与の申立てができ、未

成年者の財産から、家庭裁判所が決めた金額の報酬を受け取ります。 

 

終了 

□ 未成年後見は、未成年者の成人、養子縁組などにより、終了するまで続きます。 
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申立てに必要な書類等のチェック表① 
 
１ 申立書類（家庭裁判所窓口で入手または後見ポータルサイトからダウンロード） 
 

□ ① 
 
申立書 
 

記載例をご参照ください。 

□ ② 申立事情説明書 記載例をご参照ください。 

□ ③ 親族関係図 記載例をご参照ください。 

□ ④ 
未成年後見人候補者
事情説明書 

記載例をご参照ください。 

□ ⑤ 
未成年者の財産目録 
(相続財産分を含む。) 

記載例をご参照ください。 
※お手元に控えを保管しておいてください。 

□ ⑥ 収支予定表 記載例をご参照ください。 

 
２ 添付書類 
 

 書    類 取寄せ先 備    考 

□ ⑦ 
戸籍謄本（注１） 
（未成年者・未成年後
見人候補者） 

本籍地役場 

外国籍の方は、国籍の記載されている住

民票を提出してください。コピー（等倍

片面印刷）でも可。 

□ ⑧ 
住民票（注１） 
（未成年者・未成年後
見人候補者） 

住民登録地の

市区町村役場 

コピー（等倍片面印刷）でも可。戸籍附
票（本籍地役場で発行）でも代用可能。 

□ ⑨ 
親権を行う者がない
ことを証する資料 

本籍地役場 

親権者の死亡が記載された戸籍謄本（コ
ピー（等倍片面印刷）でも可）、行方不
明の事実を証する書類（警察への失踪
届）など 

□ ⑩ 財産についての資料 － 
申立てに必要な書類等のチェック表②
（3ページ）をご参照ください。 

□ ⑪ 戸籍謄本など（注１） 本籍地役場 

コピー（等倍片面印刷）でも可。申立人
と未成年者の身分関係が確認できない
ときなどに提出をお願いすることがあ
ります。 

 
３ 費用 

□ ⑫ 
収入印紙 800円分
（未成年者１人につき） 

申立てにかかる手数料です。 

□ ⑬ 
郵便切手 

2４０0円分 
審理中の通信費用です。次のとおりご提出ください。 
500円×3枚、110円×5枚、50円×5枚、10円×10枚 

 
 

（注1）戸籍謄本や住民票などは、必ず発行後3か月以内のものをご提出ください。 
 
※  同じ書類は１通で結構です。 

審理のために必要な場合には、追加書類の提出をお願いすることがあります。 
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申立てに必要な書類等のチェック表② 

 

※ 未成年者の財産内容（相続予定の財産を含む）を証明する資料として、下記の書類を

提出してください。書類申請の手続や手数料は、それぞれの発行機関にお問合せくださ

い。不動産登記事項証明書（不動産登記簿謄本）のみ原本で、それ以外の資料は、全て

コピーを提出してください。 
 
１  預貯金に関する資料 
 

□ ○ア  預金通帳 

預金通帳がある場合。事前に最新の残高等を
記帳して、表紙とその裏側及び記帳されている
全ページ（少なくとも過去１年分）をコピーして
ください。（※9 ページ参照） 

□ ○イ  残高証明書 通帳がない場合。預金口座のある銀行で発行 

 

２  有価証券（株式・国債・手形など）に関する資料 
 

□ ○ウ  取引残高報告書等 取引先の証券会社 

 

３  生命保険等に関する資料 
 

□ ○エ  保険証書 証書がある場合（表裏両面をコピー） 

 
４  負債に関する資料 
 

□ ○オ  契約書（奨学金等） 未成年者（債務者）又は銀行、公社などの債権者 

□ ○カ  返済明細書 銀行、公社などの債権者 

 
５  不動産に関する資料 
 

□ ○キ  
不動産登記事項証明書 
（不動産登記簿謄本） 

最寄りの法務局にお尋ねください。 

 

６  収入内容を証明する資料 
 

□ ○ク  年金決定通知書 住民登録先の市区町村を管轄する年金事務所 

□ ○ケ  年金証書 証書がある場合 

□ ○コ  年金の振込口座の通帳 通帳がある場合 

□ ○サ  給与明細 稼働している場合 

 
７  支出内容を証明する資料 
 

□ ○シ  授業料、習い事等の領収書 学校等 

□ ○ス  医療費等の領収書 病院等 

□ ○セ  保険料納付書 保険会社等 

□ ○ソ  固定資産税納付書 市町村の納税通知書等 

□ ○タ  家賃などの領収書 家主などの貸し主又は管理会社など 
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(Ａ) 取下げは裁判官の許可が必要です。相応の理由がないと認    

められないため、一般的に難しいとお考えください。 

（解説） 

例えば、「私が未成年後見人に選ばれないなら取り下げます。」、「親族の事業資金と

して未成年者の金を借り入れることを認めてもらえないなら、取り下げます。」という

ような理由では許可されません。 

 

 

 

(Ａ) 候補者は誰がなっても構いません。ただし、誰を未成年後  

見人に選ぶかは家庭裁判所の判断ですので、必ず希望する 

候補者が選任されるとは限りません。 

（解説） 

未成年後見人になるには、特別な資格は必要ありませんが、欠格事由（未成年者、

成年後見人等を解任された人、破産者、未成年者に対して訴訟を起こしたことがある

人など）に該当せず、かつ、適正な後見事務を行えることが必要です。 

家庭裁判所は、未成年後見人の選任にあたって、未成年者の年齢、心身の状態・生

活状況、財産状況、候補者の職業・経歴、候補者と未成年者との利害関係の有無、未

成年者の意向などを踏まえて（民法第 84０条第３項）総合的に判断し、決定します。 

そのため、申立書に記載された候補者が必ず選任されるとは限りません。未成年者

が必要とする支援の内容などによっては、弁護士等の専門職を選ぶこともあります。

また、親族間で未成年者の身上監護や財産管理の方針をめぐり意見が対立している場

合などにも、第三者の専門職を選任することがあります。 

さらに、未成年者に一定額以上の財産がある場合には、未成年者の財産を適切に管

理するため、専門職を未成年後見人あるいは未成年後見監督人（未成年後見人の事務

を監督する人）に選任したり、後見制度支援信託・支援預貯金（Ｑ８参照）の利用を

検討したりします。 

なお、未成年後見人を複数にすることも可能ですが（例えば、親族と専門職の組合

わせ）、その際は適切な役割分担と円滑な連携が求められます。 

 ※ 誰を未成年後見人に選任するかという家庭裁判所の判断については、不服申立

てをすることはできません。 

 

Ｑ２ 候補者は誰でもなれますか？候補者は必ず選任されますか？ 

Ｑ１ 手続を途中で取りやめることはできますか？ 
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(Ａ) 未成年者の身上監護、財産管理及び家庭裁判所への報告  

が主な職務です。 

（解説） 

未成年後見人は、親権者として未成年者の生活で必要な手続や支援を行う「身上監

護」と未成年者の財産を適切に管理する「財産管理」が主な仕事です。未成年者の意

思を尊重して職務を行う必要があります。財産管理については特に厳格性が求められ、

親族であっても、「他人の財産」を預かり管理しているという意識が必要です。具体的

には次のような仕事があります。 

①  未成年後見人に選任された段階で、速やかに未成年者の財産や収入等を調査し、

その結果を書面（財産目録）にして家庭裁判所に提出する。 

②  未成年者の生活、教育、財産管理等に必要な費用を計算するなどして、財産の

管理計画を立てる。 

③  未成年者の財産を適正に管理し、その管理状況を常に記録しておき、定期的に

（原則として１年に１回）家庭裁判所に報告する。 

 

 

 

(Ａ) 財産を不正に処分すると損害賠償請求などの民事責任 

が生じ、業務上横領などの罪で刑事責任を問われることも 

あります。 

（解説） 

未成年後見人が、未成年者の財産を管理する場合、自分の財産を管理する以上の注意

を払わなければなりません（善良なる管理者の注意義務）。 

したがって、未成年者の財産を未成年後見人や親族の名義で管理したり、未成年後見

人や親族に贈与、貸与したりするなど未成年者の不利益となるような管理、処分はでき

ません。また、遺産分割を行う際には、未成年者の法定相続分を確保していただく必要

があります。未成年後見人の職務に問題のある場合は、次のような責任を問われること

があります。 

① 民事上の責任  損害賠償請求 

② 刑事上の責任  業務上横領罪 

③ その他     未成年後見人の解任 

 

Ｑ３ 未成年後見人の基本的な職務について教えてください。 

Ｑ４ 未成年後見人の責任について教えてください。 



    - 6 - 

 

 

 

 

 (Ａ) 請求できますが、家庭裁判所に申立てをする必要があり   

ます。 

（解説） 

「未成年後見人の報酬付与」の申立てをし、報酬として家庭裁判所が認めた額に限

って、未成年者の財産から受け取ることになります。勝手にした場合には、業務上横

領罪として処罰されることもあります。 

なお、報酬額については、財産額や事務量などによって異なりますので、事前にお知

らせすることはできません。 

 

 

 

(Ａ) 未成年者が成人に達するまで続きます。 

（解説） 

基本的には未成年者が満１８歳に達するまで続きます。申立てのきっか

けとなった遺産分割などの課題が解決しても、未成年後見人の仕事は終わるわけで

はありません。ただし、養子縁組等によって、未成年後見が終了することもありま

すので、その際は家庭裁判所までご連絡ください。 

なお、未成年後見人が、病気等により職務を続けることができなくなったなど、

やむを得ない事情がある場合には、家庭裁判所の許可を得て辞任することができま

す。 

 

Ｑ５ 未成年後見人は報酬を請求できますか？ 

Ｑ６ 未成年後見人の仕事はいつまで続くのですか？ 

手続についてご不明な点はお問い

合わせください。ただし、裁判所で

は法律的なアドバイスをすること

はできません。ご了承ください。 
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(Ａ) 原則として毎年１回報告してもらいます。また、未成年者    

の生活状況や財産状況に大きな変化があった場合は、家庭   

裁判所に自主的に報告してください。 

（解説） 

未成年後見人は、家庭裁判所に対し、定められた時期、方法により定期的に（原則と

して１年に１回）後見事務の状況を報告していただく必要があります。家庭裁判所が未

成年後見人の仕事を確認（必要があれば指導）することを「監督」といいます。未成

年後見人は、決められた期限までに、未成年者の財産管理の状況などについて、「事務

報告書」、「財産目録」等の書面や通帳のコピーなどを提出していただきます。場合によ

っては、説明のために家庭裁判所に来ていただくこともあります。 

また、未成年者が養子縁組をしたとき、未成年後見人及び未成年者が転居をしたと

きにも、速やかに家庭裁判所までご連絡ください。未成年後見人の仕事をする中で、

どうしたらよいか迷った場合や困難な問題が生じた場合などには、家庭裁判所に連絡

してご相談ください。 

未成年者の生活、財産の状況や未成年後見人の仕事の状況により、未成年後見人の仕

事の内容を具体的に確認する「監督人」が付けられることがあります。また、財産の管

理などの仕事が適正にできていなければ、未成年後見人を辞めさせられることになりま

す。特に、未成年者の財産を処分したり、定期外の支出をしたりした場合には、それが

適正かどうか必ず確認されます。未成年者の生活や教育等のために必要な費用や、未成

年者が支払わなければならない税金や社会保険料は適正なものといえますが、それ以外

の支出については、かなり慎重に判断しなければなりません。未成年者の財産を贈与し

たり、貸し付けたりすることは、原則として認められません。 

なお、未成年後見人が、未成年者の財産を勝手に自分のものにした場合には、業務

上横領罪として処罰されることもあります（Ｑ４参照）。 

 

※  家庭裁判所に提出する報告書などについては、定型の様式が用意されています。報告

書作成に向け、日頃から金銭出納帳を付けるなどして未成年者の財産管理状況をきちん

と記録しておくことが必要です。 

 

 

Ｑ７ どのようなときに、裁判所に報告や連絡をしなければなりませんか？ 
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支援預貯金口座 

又は 

信託財産 

通常使用する預貯金 

 

 

 

(Ａ) 後見制度支援預貯金（以下「支援預貯金」といいます。）や後見制

度支援信託（以下「支援信託」といいます。）は、未成年後見人が、未成年

者の財産のうち、日常的な支払をするのに必要十分な金銭のみを手元で管理し、通常使

用しない金銭を特別な預貯金口座に預け入れる、または、信託銀行に信託する制度で、

未成年者の預貯金などの流動資産を適切に管理することを目的とした金融商品です。 

支援預貯金や支援信託を利用すると、その口座の預貯金や信託財産を払い戻したり、

解約したりするには家庭裁判所の発行する指示書を必要とします。 

未成年者の財産を適切に管理・利用する方法の一つとして、未成年者の財産が一定額

以上の場合（目安として、預貯金及び現金の合計が５００万円以上）は、支援預貯金や

支援信託の利用を検討することになります。 

 

【支援預貯金や支援信託を利用した場合の効果】 

 ○ 透明性の高い適正・安全な管理が可能となる。 

 ○ 財産管理事務の負担が減少する。 

 ○ 家庭裁判所への報告の負担が軽減される。 

○ 将来、未成年後見終了時にトラブルになりにくい。 

【費用】 

支援預貯金口座開設手数料や信託銀行等に対する報酬が必要となる場合があり

ます。また、支援信託の場合、信託契約の締結等に関与した専門職後見人（弁護士、

司法書士など）に対する報酬が必要となります（専門職が後見人等として継続的に

関与する場合よりは低コスト）。 

【支援預貯金や支援信託のイメージ図】 
 

                   

                      

 未成年者の         

 財産          

                     

 

    

 

Ｑ８ 後見制度支援預貯金、後見制度支援信託とは、どのような制

度ですか？ 

払戻し、解約等
には家庭裁判
所が発行する
指示書が必要 

普段は使用

しない金銭 

金融機関が管理 

未成年後見人が管理 

日常生活で

必要な金銭 
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提出書類の書式・コピーの取り方  

 

 

１  裁判所に提出する各種書面の書式について 

裁判所に対して資料などの書面を提出される場合には、原則としてＡ４版（297ミリ

×210ミリ、この用紙と同じ大きさ）の用紙をご利用ください。 

ただし、どうしてもＡ４版に収まらない場合には、Ａ３版（420ミリ×297ミリ、

Ａ４判の倍の大きさ）をご利用ください。 

また、記録につづって保存する関係から、下図のように左端に３センチのとじ代（余

白）ができるようにしてください。 

         

     
余 

白

３

セ

ン

チ 

  余 

白

３

セ

ン

チ 

 

              Ａ４版                             Ａ３版 

２  預金通帳のコピーの取り方について 

預金通帳をコピーする際には、以下の要領でお願いします。 

①  書式については、上記１に記載のとおりです。Ａ４版用紙を用いて、左端に３セン

チのとじ代（余白）ができるようにしてください。 

②  下図のとおり、「表紙」と「表紙の次の見開きページ」、及び記帳されているページ

（少なくとも過去１年分は必要）をコピーしてください。 

③  右上余白に財産目録の預金番号を記載してください。 

 

  ①
   

    ①         ①      

余 

白 

３ 

セ 

ン 

チ 

      
余 

白 

３ 

セ 

ン 

チ 

  
 
 
 
    ○○○○銀行 
       △△△支店 

  
余 

白 

３ 

セ 

ン 

 26.1.7   3、000 125 、

170 

 
26.2.9   7、000 132 、

170  ○○○○銀行      
    

       
    

総合口座通帳 

001 123456 
 
   ○○○○ 様 

 

 

 
 

 

    
    
    
    
    
    

チ     チ     チ    

            表紙                 表紙の次のページ              記帳部分 
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福岡家庭裁判所及び各支部、出張所一覧 

 

申立てをする裁判所は、未成年者の住所地（実際に生活している自宅、施設などの

住所）を管轄する家庭裁判所となります。ご不明な点がありましたら、各裁判所にお

問合せください。 

 

裁      判      所 管轄（本人の住所地） 

福岡家庭裁判所本庁 後見センター（開始係） 

  〒810-8652 福岡市中央区六本松４丁目２番４号 

(電話) 092-981-9606 

福岡市、筑紫野市、春日市 
大野城市、太宰府市、古賀市 
糸島市、那珂川市、糟屋郡 
宗像市、福津市 

甘木出張所（書類等の受付のみ。審理は本庁後見センター） 

  〒838-0061 朝倉市菩提寺571番地 

(電話) 0946-22-2113 

朝倉市、朝倉郡 

小倉支部 

  〒803-8531 北九州市小倉北区金田１丁目４番１号 

(電話) 093-561-3431 

北九州市、中間市、遠賀郡 

行橋支部 

  〒824-0001 行橋市行事１丁目８番23号 

(電話) 0930-22-0035 

行橋市、豊前市、京都郡 
築上郡 

飯塚支部 

  〒820-8506 飯塚市新立岩10番29号 

(電話) 0948-22-1383 

飯塚市、嘉麻市、嘉穂郡 

直方支部 

  〒822-0014 直方市丸山町１番４号 

(電話) 0949-22-0522 

直方市、宮若市、鞍手郡 

田川支部 

  〒826-8567 田川市千代町１番５号 

(電話) 0947-42-0163 

田川市、田川郡 

久留米支部 

  〒830-8512 久留米市篠山町21番地 

(電話) 0942-38-6141 

久留米市、小郡市、うきは市 
三井郡 

八女支部 

  〒834-0031 八女市本町537番地の４ 

(電話) 0943-23-4036 

八女市、筑後市、八女郡 
 

柳川支部 

  〒832-0045 柳川市本町４番 

(電話) 0944-72-3121 

柳川市、大川市、三潴郡 
みやま市（旧高田町を除く） 

大牟田支部 

  〒836-0052 大牟田市白金町101番地 

(電話) 0944-53-3503 

大牟田市 

みやま市内の旧高田町 

 

 

 


